
平成16年度第10回理事会

日　時　　平成17年1月21日（金）13：30～

場　所　　特別会議室

議　題

1　見直し案の報告について

2　平成17年度の予算概要について

3　その他

資　料

1　「独立行政法人森林総合研究所の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告

の方向性」における指摘事項を踏まえた見直し案

2　独立行政法人森林総合研究所の平成17年度予算概算決定額
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r独立行政法人森林総合研究所の主要な事務及び事業の改廃に

関する勧告の方向性Jにおける指摘事項を踏まえた見直し案

「勧告の方向性」を顔まえ、独立行政法人森林総合研究所（以下「森林総合研究所」

という。）の主要な事務及び事業については、一層の研究成果の向上を図るとともに、

地方でできることは地方にゆだね、独立行政法人が真に担．うべき事務及び事業に特化

・重点化し、森林廃合研究所の独自性が発揮できるよう次期中期目標期間に向けて、

以下の見直しを行うこととする。－

第1地方粗軌こおける事務及び事業の見直し

○　研究目的の達成に必要な現地調査体制を確保することを前提に、現在、職員を配置
ク

して特定ゐ研究を実施している全国5試験地について、厳しい国家財政事情にかんが

み、効率的かつ効果的な運営を確保する観点から、要員の恒常的な配意の必要性につ

いて見直しを行うことを次期中期目標に明記する。

○　また、長伐期良質材生産技術の改良、二酸化炭素固定・生産予測、植生遷移、森林

・林地の水文・廃水試験等の研究に関して、長期モニタリングや現地東証試験を実施

するため全国93カ所に設置している試験林については、厳しい国家財政事情にかんが

み、効率的かつ効果的′な運営を確保する見直しを行うことについて次期中期目標に明

記する。

第2　試験及び研究業務の重点化

○　農林水産省では、京都議定書の発効が大きく前進する中、「地球温暖化防止森林吸

収源10カ年対軌を定めて、日本の森林に期待きれている3．豆％の二酸化炭素吸収を

確保するための森林整備や木質バイオマスめ利用促進等に取り組んでいる。また、「循

環型社会形成推進基本計画J、「生物多様性国衆戦略」及び「アジア森林パートナーシ

ップ（AFP）」を推進している。

このような状況を勘案し、森林の炭素吸収機能に着目した研究課題等の地球規模で

の環境問題や森林の軒別勺機能の発揮に係わる課題及び木質バイオマスの利用促進に

係わる課題、全国的に対処すべき研究課題等、研究業務を真に重点化した次期中期日
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標を策定する。

○　また、林業研究開発推進ブロック会議等を通じ七公立林業試験場等との連携・協力

関係を酎ヒするとともに、分担を明確化することについて次期中期目標に明記する。

第3　研究支援部門の合理化等

○　研究支援部門（現業業務部門及び総務部門）の業務については、徹底した業務内容

の見直し・改善、事務の簡素化等により要員の合理化に努めることを次期中．期目標に

明記する。

○　実験林の管理業務等については、．実験林の要務内容を見直し、管理業務と調査研究

業務を整理した上で、管理業務のアウトソーシングを検討する。

○　研究施設、庁舎管軌見本園の一般公臥健康診臥施設営繕等に係る事務につい

ては、可能なかぎリアウトソーシングを図るとともに、経常的な野外観測、野外観測

試料の分析、各種データ入力において－もアウトソーシングの導入を検討する。

○　上記の点を踏まえ、総費用（人件費を含む。）を厳しく抑制するものとする。

弟4　非公務員による事務及び事業の実施

○　森林総合研究所の事覇及び業務については、公務員以外の者が担うことにより支障

が生じないよう、職員の雇用と労働条件に配慮した上で、関係省庁・機関の協力を得

て、所要の準備を進める。

第5　研究職の活性化

○　研究職の流動化を図り、一層の成果を上げる観点から、若手研究者については任期

付任用制度を早敵に取り入れることを次期中期目標に明記する。

○　また、大学や他機関等との研究交流をよリー層促進するための体制整備の導入を検

討する。
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独立行政法人森林総合研究所の平成17年度予算概算決定額

（単位：千円）

事　　　　　 項
1 6 年 度

予 算 額

1 7 年 度

概 算 決 定 額

（項 ）独 立 行 政 法 人 森 林 総 合 研 究 所 運 営 費 8，7 1 6，1 6 9

8，7 1 6，1 6 9

8 ，7 1 6，1 6 9

6 ，3 9 0 ，2 6 9

8 ，4 8 4 ，2 1 4

8，4 8 4 ，2 1 4

8，4 8 4 ，2 14

6 ，1 8 6 ，5 7 6

（大 事 項 ）独 立 行 政 法 人 森 林 総 合 研 究 所
運 営 糞 交 付 金 に必 要 な経 貴

（目 ）独 立 行 政 法 人 森 林 総 合 研 究 所 運 営 費 交 付 …　人 件 費

一 般 管 理 費 1，1 3 1，6 7 4 1，1 3 5 ，3 6 5
業 務 経 費 1，2 2 7 ，3 7 8 1，1 9 5 ，4 2 5

　 諸 収 入

（項 ）独 立 行 政 法 人 森 林 総 合 研 究 所 施 設 整 備 費

△ 3 3 ，1 5 2

1 6 7，5 9 7

1 6 7，5 9 7

1 6 7 ，5 9 7

1 6 7，5 9 7

2 0 0 ，0 0 0

9 ，0 8 3，7 6 6

△ 3 3，15 2

1 5 9，2 1 7

・1 5 9 ，2 1 7

1 5 9 ，2 1 7

1 5 9 ，2 1 7

0

8 ，6 4 3 ，4 3 1

（大 事 項 ）独 立 行 政 法 人 森 林 総 合 研 究 所
施 設 整 備 に必 要 な経 費

（目）独 立 行 政 法 人 森 林 総 合 研 究 所
施 設 整 備 費 補 助 金

森 林 病 害 媒 介 昆 虫 飼 育 施 設 増 改 築
一木 曽 試 験 地 実 験 室 増 築
生 物 環 境 調 節 棟 改 修
昆 虫 飼 育 定 温 ガ ラス 室 改 修
標 本 展 示 ・学 習 館 新 築
四 国 支 所 研 究 本 館 改 修
エネ ル ギ ー セ ンター 自家 発 電 設 備 改 修
給 水 配 管 設 備 改 修

（目 ）改 革 推 進 公 共 投 資 独 立 行 政 法 人 森 林 総 合
　 研 究 所 施 設 整 備 資 金 貸 付 金 償 還 時 補 助 金

独 立 行 政 法 人 森 林 総 合 研 究 所 計
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